
　
４
月
１
日
㈯
か
ら
、
し
尿
処
理
手

数
料
が
40
㍑
に
つ
き
217
円
か
ら
309
円

に
改
定
さ
れ
ま
す
。

　
市
指
定
の
取
扱
所
で
は
、
４
月
１

日
か
ら
新
た
な
料
金
の
ク
リ
ー
ン
チ

ケ
ッ
ト
を
販
売
し
ま
す
。

　
手
数
料
を
チ
ケ
ッ
ト
で
納
め
る
方

は
、
取
扱
所
で
新
た
な
料
金
の
チ
ケ

ッ
ト
を
購
入
し
て
く
だ
さ
い
。

　
ま
た
、
旧
料
金
の
チ
ケ
ッ
ト
は
、

不
足
額
分
の
補
助
券
を
購
入
す
る
こ

と
で
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

問�

い
合
わ
せ
　
環
境
対
策
Ｇ
（
ク
リ

　
市
の
下
水
道
事
業
は
、
平
成
33

年
度
以
降
に
生
じ
る
資
金
不
足
に

対
処
す
る
た
め
、
平
成
30
年
に
、

使
用
料
を
引
き
上
げ
ざ
る
を
得
な

い
と
考
え
、
審
議
会
を
開
催
し
、

利
用
者
の
代
表
や
専
門
的
な
知
識

を
も
つ
方
に
意
見
を
伺
っ
て
き
ま

し
た
。

　
２
月
22
日
に
開
催
さ
れ
た
第
３

回
会
議
で
、
使
用
料
改
定
に
対
す

る
意
見
が
ま
と
め
ら
れ
、
審
議
会

か
ら
市
に
意
見
書
（
答
申
書
）
が

提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　
意
見
の
内
容
は
、
引
き
上
げ
内

容
や
時
期
に
つ
い
て
、
市
の
改
定

案
が
適
当
で
あ
る
こ
と
、
市
に
対

す
る
意
見
と
し
て
は
、
経
費
削
減

に
向
け
た
取
り
組
み
を
進
め
る
こ

と
、
利
用
者
で
あ
る
市
民
と
の
情

報
共
有
に
努
め
る
こ
と
な
ど
が
求

め
ら
れ
ま
し
た
。

　
市
は
、
審
議
会
か
ら
の
意
見
や

先
に
開
催
し
た
住
民
説
明
会
の
結

果
な
ど
を
踏
ま
え
て
、
使
用
料
改

定
に
関
す
る
方
針
を
決
定
す
る
予

定
で
す
。

　
使
用
料
改
定
に
関
す
る
市
の
方

針
に
つ
い
て
は
、
決
定
次
第
、
広

報
の
ぼ
り
べ
つ
を
通
じ
て
お
知
ら

せ
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
　
下
水
道
Ｇ

�

（
☎
�
９
０
５
２
）

ン
ク
ル
セ
ン
タ
ー
内
・
☎
�
２
９

５
８
）

　
こ
の
給
付
金
は
、
平
成
26
年
４
月

か
ら
の
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
よ
る
、

所
得
の
低
い
方
の
負
担
を
緩
和
す
る

た
め
の
臨
時
的
な
給
付
措
置
で
す
。

申�
請
受
付
期
間
　
４
月
24
日
㈪
～
７

月
24
日
㈪

対�
象
　
平
成
28
年
１
月
１
日
現
在
、

登
別
市
民
（
住
民
基
本
台
帳
に
登

録
が
あ
る
方
）
で
、
平
成
28
年
度

分
の
市
町
村
民
税
（
均
等
割
）
が

課
税
さ
れ
て
い
な
い
方

※�

生
活
保
護
を
受
給
し
て
い
る
方
や

市
町
村
民
税
（
均
等
割
）
が
課
税

さ
れ
て
い
る
方
に
扶
養
さ
れ
て
い

る
場
合
は
対
象
外
で
す
。

※�

平
成
28
年
１
月
２
日
以
降
に
登
別

市
に
転
入
し
た
方
は
、
１
月
１
日

現
在
の
住
所
地
の
市
区
町
村
へ
問

い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

支�

給
額
　
給
付
対
象
者
１
人
に
つ
き

１
万
５
千
円

※�

対
象
と
思
わ
れ
る
方
に
は
、
４
月

中
旬
以
降
に
案
内
文
書
と
申
請
書

を
送
付
し
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
　
社
会
福
祉
Ｇ

�

（
☎
�
１
９
１
１
）

ク
リ
ー
ン
チ
ケ
ッ
ト
に
つ
い
て

下
水
道
使
用
料
の
改
定
に
つ
い
て

　
～
下
水
道
事
業
運
営
審
議
会
よ
り
意
見
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
～

臨
時
福
祉
給
付
金

～
経
済
対
策
分
～

下水道使用料改定の正否と内容
　今後の経営見通しを考えれば、使用料
の引き上げはやむを得ない。
　急激な引き上げを回避することなどを
考えれば、使用料算定については、平成
30年度からの８年間を対象とする考え方
は適当であり、改定時期については、い
ち早く対策を講じるためにも、平成30年
１月１日とするのが適当である。
　改定後の料金については、経営上の要
請を満たしつつ、一般家庭の負担感を軽
減することなどを考えれば、超過料金水
量区分の一部統合を含め、市の改定案の
とおりとするのが適当である。
市の取り組みに対する意見
◦�経費削減の意識を強く持ち、そのため
の取り組みを進めること。
◦�下水道事業に対する理解を深めてもら
う取り組みを進めること。
◦�人口減少など全国共通の問題を踏まえ、
国に一層の財政措置などを求めること。

国民健康保険税・介護保険料
後期高齢者医療保険料の

＜＜＜＜仮徴収のお知らせ＞＞＞＞

審議会からの意見

４月から『仮徴収』が始まります
　平成29年度の各保険料（税）について、これま
で特別徴収（年金からの天引き）により納めてい
た方や年金から差し引くことが可能となった方を
対象に『仮徴収』が始まります。
仮徴収時期　４・６・８月
仮徴収額
◦�これまで年金から差し引かれていた方　２月の
年金から差し引かれた保険料（税）額と同じ金
額
◦�新たに対象となった方　
　�平成28年度の保険料（税）をもとに算出した暫
定的な金額
仮徴収後の本徴収について
　国民健康保険税は６月、介護保険料・後期高齢
者医療保険料は７月に正式な保険料（税）額を決
定し、本徴収時期である10・12・２月で年間保険
料（税）額から仮徴収額を除いた額を年金から差
し引きます。

▶問い合わせ　
　国民健康保険グループ（☎�１７７１）
　高齢・介護グループ（☎�５７２０）
　年金・長寿医療グループ（☎�２１３７）

30� くらしのガイド　市や国、道からのお知らせ

くらしのガイド

『
申
し
込
み
』

　
　
　
　
　
　
　
中
の
『
Ｇ
』
は
『
グ
ル
ー
プ
』
の
略
で
す

『
問
い
合
わ
せ
』


